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No.５４６ 令和３年６月号
建設業労働災害防止協会　神奈川支部

横浜市中区太田町2-22番地 電話201-8456 FAX201-7735

URL https://kensaiboukanagawa.com/ 

昨年の建設業における県内の労働災害による

死亡者数は１４人と前年より４人増加し、死傷

者数は８２４人と、前年より１６人増加となり

ました。

また、死亡者の７名は墜落・転落によるもの

で前年より１人増加しており、今後も引き続き

「墜落・転落」災害防止の取組強化を図る必要

があります。

フルハーネス型安全帯への移行の猶予期間も

残り１年ということで、規格品への買い換え、

適正な着用・使用など計画的に進めていかなけ

ればなりません。

さらに、猛暑により増加傾向にある熱中症へ

の対策は、早目に必要な用品や作業員への教育

などの準備を済ませておく必要があります。

特に今年は注意が必要なのは、新型コロナと

症状が似通っていることから、救急対応におい

て処置が手遅れになってしまうリスクが高く、

コロナ渦の中ではより一層の配慮が求められま

す。

新型コロナウイルスについてもまだまだ余談

を許せる状況にはなく、今後も「３つの密」を

避けるなどの感染防止対策の徹底が求められて

おり、経済環境は厳しい状況が続くと思われま

すが、いかなる時代にあっても人命尊重の基本

理念は変わるものではありません。

大勢が集まっての総決起大会などの開催は困

難な情勢ですが、昨年支部大会において提唱し

た「セーフティリボン運動」をさらに広く展開

するとともに、本年の代議員会において、あら

たな支部独自の取り組みとして提案させていた

だいた「３分ＫＹ運動」を各現場で充実させ、

一人一人の意識の向上を図ってまいりたいと

思っております。

今年の安全週間スローガンの「持続可能な安

全管理 未来へつなぐ安全職場」にも言われて

いますが、二つの運動を車の両輪のようにして、

関係者が一丸となって現場での自主的な安全衛

生管理をより一層推進し、人がほこりをもって

働ける安全で安心な職場環境を形成する機会と

されるようお願いいたします。

建災防神奈川支部ニュース

令和３年度「全国安全週間」を迎えるに当たって

黒田 憲一

建設業労働災害防止協会

神奈川支部 支部長

支部行事予定

建災防事務局だより

例年実施されている標記会議ですが、本年も

６月２９日に神奈川労働局主催で県内の主だっ

た公共工事発注機関（国、県、東日本高速道路

等の特殊法人）が参集して開催されます。

同会議においては、例年建災防から「自主的

労働災害防止活動の実施状況と課題について」

と題して発言を求められますが、その内容につ

いては公共工事の発注機関に対して、日頃から

感じている会員のご意見を反映させた意見・要

望事項として述べています。

昨年の会議の内容に関しては、昨年の支部

ニュース９月号に掲載しておりますが、労働

災害防止の観点でのご意見がございましたら事

務局までご提案いただければと存じます。

例年発行されている前年の神奈川県下の建設

業労働災害の発生状況をまとめた「神奈川県下

における建設業の労働災害の現状と対策」の小

冊子を本年も発刊しました。

災害のデータは神奈川労働局発行の同書と同

じものですが、建災防版は掲載内容を大幅に変

え、神奈川支部独自の運動としての「セーフ

ティリボン運動」「３分KY運動」の特集と、参

考資料として、「フルハーネス等の助成金」

「雇用管理研修」「全国建設業労災互助会」

「横浜市建設業活性化対策助成金」「熱中症無

料出張講座」などを掲載しています。

建設労働者の雇用の改善等に関する法律に

基づいて、国において労働者の募集、雇い入

れ、配置から退職に至るまでの雇用管理に必

要な知識の習得及び向上を目的とした雇用管

理研修を毎年開催しており、今年度も同研修

の日程が決定いたしました。日程等は雇用管

理研修で検索（当支部のホームページにも掲

載）お問い合わせは下記の団体のまで

(株)労働調査会雇用管理研修事業部

０３－３９１５－７２２１

本年度もフルハーネス等の買い換えの助成

金事業を建災防本部で受託して行っています。

旧型を使用できるのは来年１月１日までです

ので、このラストチャンスを利用して、対応

されることをお勧めします。

詳細は本部のホームページをご参照下さい。

締め切りは７月１５日ですが、昨年までの

状況を見て、それ以前に規定数を上回ること

によって締め切られることが考えられます。

※今年の助成額は上限１万円です、

他に積載型トラッククレーンの

過負荷防止装置の改修・買換も

募集しており、こちらは１機当

たり上限は５０万円となりまし

た。

建設工事関係連絡会議の意見募集

今年の労働災害の現状

運営委員会 正副運営委員長・部会長会議

時：６月１０日　１５：００ 時：７月８日　１５：００

所：講堂 所：３１１会議室

計画作成参画者研修 木建協正副会長会議 正副支部長・分会長会議

時：６月７日～８日 時：６月１７日　１５：００ 時：７月１５日　１５：２０

所：講堂 所：３１１会議室 所：ロイヤルホールヨコハマ

本部理事会、総代会（予定） 木建協総会 神奈川労働局との情報交換会

時：６月９日　１４：０５ 時：６月２４日　１５：００ 時：７月１５日　１６：００

所：東京プリンスホテル 所：講堂 所：ロイヤルホールヨコハマ

雇用管理研修のお知らせ

安全帯の猶予は年内

代議員会における災害撲滅の決議文



2 7

（注）： 死亡災害把握数は、本年のみ欄外表示の日までに把握した死亡災害の件数で、（　）は、事故の型が「交通

事故」であるものを内数で表示しています。　令和元年は平成31年も含みます。

令和３年度（第９４回）全国安全週間に当たって

　　　署

業種
横浜南 鶴見 川崎南 川崎北 横須賀 横浜北 平塚 藤沢 小田原 厚木 相模原 横浜西 合計

12 8 8 19 9 17 18 18 14 10 13 10 156

(1) (3) 4

14 6 12 20 12 23 12 14 12 13 13 16 167

(1) (1) 2

３　年

前　年

☆死亡災害の概要☆

☆死亡災害発生状況☆

☆建設業における署別労働災害発生状況☆（休業４日以上）

神奈川労働局 令和３年４月末現在

（注）労働者死傷病報告による、（ ）内は死亡者数である。

製 造 業 2 1 1 5 (1) 2 6

建 設 業 4 (1) 3 (1) 4 (1) 14 (1) 10 (1) 10 (1)

交 通 運 輸 業 1 1

陸上貨物運送事業 1 2 (1) 5 (2) 2 (1) 2

港 湾 荷 役 業 1 (1) 1

商 業 1 (1) 1 (1) 1 (1) 1 (1) 4 (2)

清 掃 ・ と 畜 業 1 6 (2) 3 (1) 5 (1)

そ の 他 1 2 1 6 (1) 4 (1) 5 (1)

合 計 8 (2) 8 (1) 9 (3) 37 (8) 24 (6) 34 (5)

死亡災害件数死亡災害把握数

本年 前年同期 前々年同期

（令和３年）（令和２年）（令和元年）
令和２年 令和元年 平成３０年

令和３年５月２２日現在

建設業労働災害防止協会神奈川支部はじめ会員

事業場の皆様には、平素から労働安全衛生行政の

運営に多大なる御理解、御協力を賜り、厚く御礼

申し上げます。

さて、「全国安全週間」は、昭和３年に初めて

実施されて以来、「人命尊重」という崇高な基本

理念の下、「産業界での自主的な労働災害防止活

動を推進し、広く一般の安全意識の高揚と安全活

動の定着を図ること」を目的に、一度も中断する

ことなく続けられ、今年で９４回目を迎えます。

この間、労使が協調して労働災害防止対策を展

開し、その努力により全国的には労働災害は減少

しております。

しかしながら、昨年における神奈川県内の建設

業の労働災害については、休業４日以上の死傷者

数８２４人、死亡者数１４人となり、いずれも増

加しており、本年令和３年４月現在においても、

すでに死亡者数は４名となっていることから、労

働災害発生防止対策を強力に推進する必要があり

ます。

このような状況を踏まえて、労働災害の一層の

減少を図るために、働く高齢者の増加などの就業

構造の変化や新型コロナウィルス感染症の感染拡

大に伴う社会情勢の変化などに対応し、将来を見

据えた持続可能な安全管理を継続していく必要が

あり、すべての働くものが安心して安全に働くこ

とができる職場の実現を目指すこと決意して、本

年度の全国安全週間は、

「持続可能な安全管理 未来へつなぐ安全職場」

をスローガンに、６月を準備期間、７月１日から

７月７日までを本週間として実施されます。

本年度の全国安全週間実施要綱では、建設業に

おける労働災害防止対策として

① 足場等からの墜落・転落防止対策の実施、手

すり先行工法等の積極的な採用、フルハーネス

型墜落制止用器具（安全帯）の導入と適切な使

用

② 職長、安全衛生責任者等に対する安全衛生教

育の実施

③ 元方事業者による統括安全衛生管理と関係請

負人に対する指導の徹底

④ 建設工事の請負契約における適切な安全衛生

経費の確保

⑤ 自然災害からの復旧・復興工事の労働災害防

止対策において、特に輻輳工事における適正な

施工計画、作業計画の作成及び安全な工事の実

施、並びに工事エリア内で複数の工事が実施さ

れる場合における発注者及び元方事業者による

工事エリア別協議組織の設置

⑥ 熱中症予防対策『ＳＴＯＰ！熱中症クール

ワークキャンペーン』の徹底

⑦ 現場の転倒防止対策としての『ＳＴＯＰ！転

倒災害プロジェクト』遵守

等が実施事項として挙げられています。

貴事業場におかれましては、本年度の全国安全

週間及び準備期間において、上記実施事項の積極

的な取組を推進していただきますようよろしくお

願い申し上げます。

川口 達三

神奈川労働局

局長

労働保険のお知らせ
令和３年度・労働保険（労災保険・雇用保険）の

年度更新期間は

６月１日（火）～７月１２日（月）です。

労災保険と併せて石綿健康被害救済のための一般拠出金も

申告・納付となります。・・・早目にご準備を。

労働保険の申請は便利な電子申請で！

お問い合わせは、 神奈川労働局総務部労働保険徴収課

適用第１係、第２係、第３係 電話045-650-2803

発生月 業種 起因物

発生時刻 事業場規模 事故の型

１月 建築工事業 建築物、構築物

１４時頃 １０人～２９人 崩壊、倒壊

２月 土木工事業 石、砂、砂利

１５時頃 １００人～２９９人 崩壊、倒壊

３月 土木工事業 その他の乗物

１０時頃 3０人～４９人 交通事故 （その他）

番号 発生概要

　トンネル工事において、掘削土砂の処理プラントのホッパーが詰まったため、ホッパー下端の土

砂排出口と排出コンベヤーの隙間からホッパー内に入り、スコップ等で詰まりをかきだしていたと

ころ、詰まりが取れて崩れ落ちてきた土砂の下敷きになった。

　作業船（総トン数５トン未満）に測量士を乗せ海底を測量中、船底が消波ブロックにぶつかり傾

いたので最寄りの漁港に避難した。桟橋に係留後、船長（船員に該当しない労働者）が船上で破損

状況を確認中、急速に沈み始め、約１０秒で沈没した際に、海中に吸い込まれた。

　家屋解体工事において、敷地境界線沿いのコンクリートブロック塀を敷地内に倒すため、斫りハ

ンマー（ガソリンエンジン式）で塀の土台との境を横に斫る作業を行い、ほぼ終えたところで塀

（長さ約１５ｍ、重量約１．８トン）が敷地内に倒れ下敷きになった。

1

2

3

民間

4

４月
その他の建設工事業

金属加工用機械

（発生状況）
　被災者は手持ち式丸のこ機械（手持ち式ディスクグラ
インダのアタッチメントを外径１２５ミリメートルの石
こうボード用丸のこに交換したもの）を持って木造建築
物の内壁を切除中、当該丸のこ機械を落とした際に自身
の太ももに切創を負い、出血多量となった。
※カバーなし。７５～７９歳

（災害防止のポイント）
1　木材を切断する時は作業の状況、環境に適合した用
具を選定して行うこと。
2　木材加工用の丸のこ盤には歯の接触予防装置が設け
られているものを使用すること。

不詳 切れ、こすれ～９人
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代議員会で承認された３分KY

運動の実施要項（抜粋）を

紹介します。

１ 趣旨

（前略）

建設業における労働災害の課題を踏まえ、その防

止対策を推進するに当たって、各企業・事業場にお

いては、労働安全衛生関係法令を遵守することはも

とより、職場の安全衛生管理体制を確立して適切に

機能させるとともに、作業員一人一人の安全意識の

高揚を図る必要があります。

こうした認識の下、昨年１１月５日の神奈川県建

設業労働災害防止大会を契機として、展開している

「セーフティリボン運動」に加え、令和５年３月３

１日までの約２年５か月間で、以下の運動に取り組

むこととします。

２ 期間

令和３年５月２７日～令和５年３月３１日

（第１３次労働災害防止推進計画の期間）

３ 運動の名称

「３分ＫＹ運動」

４ 主唱者

建設業労働災害防止協会神奈川支部

５ 後援

神奈川労働局及び管内各労働基準監督署

６ 実施者

会員事業場の各作業員・現場管理者、会員事業場

及び建設業労働災害防止協会神奈川支部

７ 会員事業場の作業員・現場管理者の実施事項

３分ＫＹ運動とは、通常現場で行われているＫＹ

に加え、過去の災害事例によるイラスト等を参照し、

作業員一人一人が参加して災害の原因、その対策に

ついて考察することによって同種の災害の発生を抑

制するとともに、ＫＹ活動の活性化を促し、個々の

安全意識の高揚をはかることによって不安全行動を

防止するものである。

現場におけるＫＹの前後において、災害事例によ

る３分ＫＹシートを参照し、どのようなことが起

こったのか（危険の予測）、なにが原因だったのか

を話合う。（１分）

当該災害について、その対策を話し合い、自らの行

動についての意思確認を行う。（１分）

現場管理者、職長によって、実際の災害原因と、対

策のポイントを説明する。（１分）

８ 主唱者（建設業労働災害防止協会神奈川支部）

の実施事項

運動を周知するため、ポスター、リーフレット等

を作成し、会員事業場に配布する。

災害情報等により３分ＫＹのためのイラスト入りの

シート等を作成し、労働災害の現状、支部ニュース、

ホームページ等に掲載する。

９ 会員事業場の実施事項

作業場、工事現場等にポスターを掲示するととも

に作業者にリーフレットを配布し、運動の内容を周

知・徹底する。

運動の内容に基づき、現場において３分ＫＹの実

施の勧奨を行う。

事業場内で発生した災害情報を元に３分ＫＹシー

トを作成し、災害情報を全現場等で共有するととも

に、同種の災害発生防止に努める。

特徴的な災害情報について、支部と情報交換を行

い、新たな３分ＫＹシートの作成に繋げる。

※運動の実施要領の全文及びKYシート見本等は

「令和３年版 神奈川県下における建設業労働災害

の現状と対策」建災防神奈川支部版に掲載されてい

ます。

３分ＫＹ運動実施要項

５月２０日午後３時から建設会館講堂において

第１回理事会が、５月２７日午後３時から関内

ホールの小ホールにおいて代議員会が開催されま

した。

審議されたのは①令和２年度の事業報告承認に

関する件、②令和２年度決算報告承認に関する件、

③令和３年度の事業計画（案）承認に関する件、

④令和３年度収支予算（案）承認に関する件で、

提案された原案どおり承認されました。

理事会においては、来賓

に神奈川労働局から新たに

着任した佐藤明士監督課長

様、千葉幸則安全課長様、

永吉地方産業安全専門官様

が列席し、今年度の行政運

営における重点事項のご説

明をいただきました。

黒田支部長から冒頭の挨拶で「昨年の県内の建

設業における死亡災害が１４名に達し、支部の目

標であった５名を遙かに超え、東京に次いで全国

ワースト２になってしまった、さらに今年の死亡

災害は４月末時点で既に４名を数え、新型コロナ

ウイルス感染症対策のため活動が低調になり、大

変ゆゆしき事態になっている。どのような時代に

あっても人命尊重の原則を曲げるわけにはいかな

い。大勢が集まっての総決起大会などの開催

は困難な情勢なので、昨年支部大会において提唱

した「セーフティリボン運動」をさらに広く展開

するとともに、代議員会において、あらたに支部

独自の取り組みとして、「３分ＫＹ運動」の展開

と、さらにそれを盛り込んだ「決議書」をするの

で併せてご審議いただきたい。」と呼びかけまし

た。

令和２年度の事業報告で大き

な特徴は、昨年度は年度初めか

ら新型コロナウイルス感染症拡

大防止のための緊急事態宣言の

発令等、各種の活動が制限され

たことです。

そのため、教育事業、労働災害防止対策事業、

諸会議等とも前々年を大きく下回り、決算報告に

おいても収支がかなり厳しい状況であったことが

報告されました。

代議員会においては、来賓と

して神奈川労働局労働基準部長

の井上健様、神奈川県産業労働

局労働部雇用労政課長の岡田久

様、(一社)全国建設業労災互助

会専務理事の山口晃様にご臨席い

ただき、ご挨拶を賜りました。

井上労働基準部長様からは神奈

川労働局管内における建設業の死

亡災害等が深刻な状況であり、な

おかつ、災害の内容についても世

間の注目を集める重大な要素があ

るとの説明があり、低調になって

いる活動に創意工夫をこらして新

型コロナウイルス感染防止対策を

しっかり講じた上での活動が求められたました。

こういった状況を鑑み、昨年度神奈川県建設業

労働災害防止大会で提唱した「セーフティリボン

運動」をさらに今年度も広く展開することに加え、

昨年の労働災害の教訓を踏まえて新たに「３分Ｋ

Ｙ運動」を展開すること、その内容を踏まえた災

害撲滅の決議文（１面に掲載）が代議員会で承認

されました。

令和３年度第１回理事会、代議員会を開催

【写真説明】

左上 理事会風景

中段上 佐藤監督課長様

中段下 千葉安全課長様

右上段 黒田支部長

２段目 井上労働基準部長様

３段目 岡田労政課長様

下段 山口専務理事様
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(1) 足場等からの墜落・転落防止対策

建設業における死亡災害のうち、墜落・転落災害

が４割以上を占めていることから、事業者は、引き

続き、墜落・転落災害防止に係る労働安全衛生規則

（昭和47年労働省令第32号。以下「安衛則」とい

う。）の遵守徹底を図るとともに、足場からの墜

落・転落災害を防止するために「足場からの墜落・

転落災害防止総合対策推進要綱」（平成24年2月9日

付け基安発0209第2号、平成27年5月20日一部改正）

に基づく「より安全な措置」等の措置を適切に講じ

ること。

「転落災害防止総合対策推進要綱」（平成24年2月9

日付け基安発0209第2号、平成27年5月20日一部改

正）に基づく「より安全な措置」等の措置を適切に

講じること。

(2) はしご等からの墜落・転落防止対策

建設業における墜落・転落災害による死傷者数の

うち、はしご等からの墜落・転落が約３割と最も多

くなっている。

事業者は、「リーフレット「はしごを使う前に／

脚立を使う前に」を活用した墜落・転落災害防止の

徹底について」（令和3年3月17日付け基安安発0317

第2号）に基づく措置を適切に講じること。

(3) 墜落制止用器具の適切な使用

厚生労働省は、事業者

に対して、平成31年2月

1日に施行された墜落制

止用器具に係る改正安衛

則等について、リーフレ

ット等を活用して改正内

容の周知を図るともに、

「既存不適合機械等更新支援補助金」を活用して、

中小事業者等の早期の買い換えを積極的に勧奨する。

墜落制止用器具に係る安衛則の改正等により、旧

規格の安全帯を使用できる期間が令和4年1月1日ま

でとされていることから、事業者は、フルハーネス

型墜落制止用器具の使用について、改正安衛則を踏

まえた「墜落制止用器具の安全な使用に関するガイ

ドライン」（平成30年6月22日付け基発0622第2号）

に基づく措置を適切に講じるとともに、「墜落制止

用器具の規格」（平成31年厚生労働省告示第11号）

に適合した墜落制止用器具の確保を図ること。なお、

中小事業者等は、この場合に「既存不適合機械等更

新支援補助金」を活用できるものであること。

(4) 建設工事の現場等における荷役災害防止対策

(5) 転倒災害の防止

転倒災害は業種問わず最も多い災害の型であるた

め、事業者は、「今後の転倒災害防止対策の推進に

ついて」（令和元年6月17日付け基安発0617第1号）

に基づき、「STOP！転倒災害プロジェクト」に定め

る措置を適切に講じること。

(6) 交通労働災害防止対策

(7) 建設工事の現場等で交通誘導等に従事する労働

者の安全確保

(8) 専門工事業者等の安全衛生活動支援事業

(9) 高年齢労働者等の労働災害の防止

事業者は、各事業場における高年齢労働者の就労

状況や業務の内容等の各事業場の実情に応じて、エ

イジフレンドリーガイドラインを参照し、厚生労働

省、建災防等による支援も活用して、実施可能なも

のから積極的に高年齢労働者の労働災害防止対策に

取り組み、職場環境の改善を図ること。

(10) 外国人労働者に対する労働災害防止対策

厚生労働省は「外国人労働者の雇用管理の改善等

に関して事業主が適切に対処するための指針」（平

成19年8月3日厚生労働省告示第276号）、「外国人

労働者に対する安全衛生教育の推進等について」

（平成31年3月28日付け基発0328第28号）、「外国

人の日本語の理解力に配慮した技能講習の実施につ

いて」（令和2年3月31日付け基発0330第43号）によ

り、外国人労働者の労働災害防止のための安全衛生

教育の実施方法等について示している。

事業者は、外国人労働者に対する安全衛生教育を

行う場合には、これらの教材を活用しつつ、外国人

労働者がその内容を確実に理解できる方法で実施す

ること。

(11) 一人親方等の安全衛生対策

(12) 東京オリンピック・パラリンピック競技大会に

係る建設工事の安全衛生対策

(13) 自然災害の復旧・復興工事における労働災害防

止対策

(14) 伐木等作業の安全対策

(15) 建設工事関係者連絡会議の運営等

(16) 建設職人基本法・基本計画に基づく取組等

厚生労働省は、建設工事従事者の安全及び健康の

確保の推進に関する法律（平成28年法律第111号）

に基づき、都道府県計画を策定する都道府県及び策

定された計画に基づき実行する都道府県に対し、他

の都道府県の好事例等を紹介するなど、取組を支援

する。また、都道府県労働局から管内の労働災害発

生状況の分析結果、実施する施策等に係る情報につ

いて積極的に提供するなど、都道府県との連携の強

化を図る。

(1 )職場における新型コロナウイルス感染症の拡大

防止対策

元方事業者はじめ、施工に携わるそれぞれの事業

者は、各関係団体において作成された「業種ごとの

感染拡大予防ガイドライン」等を実践する際に、厚

生労働省において作成した「職場における新型コロ

ナウイルス感染症の拡大を防止するためのチェック

リスト」（令和3年2月12日最終改正。以下「感染防

止チェックリスト」という。）等を活用し、労使協

力の下、職場の状況に応じた感染防止対策の徹底を

図ること。

なお、感染防止対策の検討に際しては、国土交通

省ホームページにおいて建設現場の「３つの密」回

避等の取組事例及び新型コロナウイルス感染予防対

策に伴う熱中症リスク軽減等のための取組事例等が

公開されていることから、これらも参考にすること。

(2) 熱中症対策

厚生労働省は、

「STOP!熱中症クール

ワークキャンペーン」

（５月から９月まで、

準備期間：４月、重点

取組期間：７月）を実

施する。また、場所を問わずアクセスして学べる職

場における熱中症予防のためのオンライン教育ツー

ルを拡充する。

事業者は、熱への順化や休憩時間の確保を考慮し

た作業計画の策定、WBGT値の把握及び低減対策、

休憩場所の確保、定期的な水分・塩分の摂取徹底、

健康診断結果を用いた就業上の措置、作業開始前の

健康状態の確認、作業を管理する者や労働者に対す

る労働衛生教育、緊急時の早めの搬送等を実施する

こと。

(3)じん肺予防対策

(4) 建設業におけるメンタルヘルス対策の推進

(5) 剥離剤による健康障害防止対策

(6) 化学物質による健康障害防止対策

ア 厚生労働省は、塗料

等の掻き落とし作業に

ついて、鉛等有害物の

有無等により工事に要

する安全衛生経費・工

期は大きく変わることから、

発注者に対し、有害物の有無等

に応じた必要な安全衛生

経費の積算等、必要な対応を

行うよう求める。

事業者は、鉛、六価クロム、PCB等の有害物は上

塗りから下塗りまでの塗膜に含有しうることにも留

意し、有害物の含有状況や作業内容に応じて適切な

ばく露防止対策を講じること。

ウ 金属アーク溶接等作業で発生する溶接ヒューム

にばく露することによる神経障害等の健康障害防止

対策について、厚生労働省は、特定化学物質障害予

防規則を改正しており、原則、令和3年4月1日から

施行されることから、その改正内容の周知・啓発を

重点的に実施する。

(7) 石綿健康障害予防対策

ア、イ略

ウ 事業者は、改正後の石綿障害予防規則に基づき、

解体・改修工事前の石綿含有の有無の事前調査、写

真等による作業の実施状況の記録の作成及び保存な

どの措置を徹底するとともに、令和5年10月1日から

施行される建築物の事前調査を実施するために必要

な知識を有する者として、建築物石綿含有建材調査

者講習の受講を計画的に行うこと。

３その他の安全衛生に係る対策

(1) 労働安全衛生マネジメントシステムの普及と活用

同指針に準拠した建設業労働安全衛生マネジメン

トシステムを導入した企業の労働災害の減少率をみ

ると、労働災害防止に効果があるとされていること

から、事業者は、建設工事現場の実態を踏まえた建

設業のための労働安全衛生マネジメントシステムで

あるニューコスモス、中小事業者向けのコンパクト

コスモスの導入・活用に留意すること。

(2) 建設業における安全衛生教育の推進

(3) 各種ガイドライン等に基づく安全衛生対策の推

進

以下は令和３年度における建設業の安全衛生対策の推進について（要請）の抜粋です。全文は本部、神奈川支部のホームページに掲載しています。

それぞれの対策の詳細については直接神奈川労働局労働基準部安全課か県内労働基準監督署安全担当部署にご照会下さい。

Ⅰ 労働者の安全確保のための対策

Ⅱ 労働者の健康確保のための対策、化学物質

等による労働災害防止対策

神奈川県内の死亡労働災害発生状況は、令

和2年の全産業死亡者数が平成31年・令和元年

より13人もの大幅な増加により37人となりま

した。そのうち建設業における死亡者数は14

人で、全産業における割合で38％と、建設業

の占める割合が依然として極めて高い水準に

あります。また死傷労働災害発生状況は、令

和2年の建設業における被災者数が平成31年・

令和元年より16人の増加により824人となった

ことから、建設業について、なお一層の労働

災害防止対策を推進することが求められてい

ます。

厚生労働省と神奈川労働局では、従前より、

労働安全衛生法令に基づく対策の徹底、建設

工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関

する法律（建設職人基本法）に基づく措置の

的確な実施、自主的な安全衛生活動の促進等

を図ることにより、建設業における安全衛生

対策を推進してきたところです。

つきましては建設工事に従事する事業者等

の建設工事関係者による労働安全衛生法令遵

守の徹底及び事業者等の自主的な安全衛生管

理活動の促進について、新型コロナウイルス

感染拡大防止に十分に御配慮された上で、別

添の留意事項を貴協会員事業者に周知いただ

く等、今年度における建設業労働災害防止対

策の推進に特段の御配慮を賜りますようお願

い申し上げます。

令和３年度における建設業の安全衛生対策の推進について（要請）

建設業の安全衛生対策の推進について


